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1制 度会計論と情報会計論
1941にア メ リカ公認会 計士 協会(AmericanInstituteCertifiedPublicAccountant)の
術語委員 会は会計 に ついて 「……財務的性格 をもつ敢 引 お よび 事 象 を複:式簿 記(significant
manner)を用 いて貨幣額 に よる記録 ・分類 ・集計 を行 い,そ の結果 を解 釈 する技術 であ る。」
と定 義 した。 ここに規定 されてい る会計 は制度 会計 を意味 する。 ただ,制 度 会計 とい う と,商
法,証 券 取引法等 に拘束 された会計 をい う もの と理 解 してい る論者 もい るが,こ こでは制度 会
計 をそう した意味 に限定 しない。 ここでは法 的に拘 束 され ていな くて も古 くか ら現在 まで慣 習
として行 われて ぎた会計 を制度会計 とい うもの とする。 すなわ ち,制 度会計 は慣習的 会計 とい
って よい 会計 であ る。 そ して,こ の会計 を研究対象 とす る会計理論が制度 会計論で あ る。 この
会計め定 義に対 して,1966年にア メ リカ会計 学会(AmericanAccountingAssociation)の委
員会は 「基礎的会計理論」(AStatementofBasicAccountingTheory一一一以 下,ASOBAT
とい う)に おいてr会 計 とは,情 報 の利用者 が事情 に精通 して判断や意 思決定 がで きる ように,
経済 的情 報 を識 別 し,測 定 し,伝 達 するプ ロセ スであ る。」 と定 義 した。 この会計 は会 計 の情
報機能 を重視 して規定 した会計であ る。 この会計 を研究対象 とする会計理論 は情報会 計論 を中
心 とした もの とな ってい る。
会計理論 形成 のた めの アプ ローチには種 々の ものがあ ると思 うが,主 な もの として記述 的 ア
の
ブ ローチ と規 範的 アプ ローチ とが上 げ られ よう。記 述的 アプ ローチは,古 くか ら行わ れ,現 在
におい て も行 われてい る慣習的会計実 務に つい て,そ の ことに意味 が存在 す るの だ と考 えて,
そ の会計実務 を説明 的に記述 することに よって帰納的 に会計理論 を形成 しようとす る行 き方 で
あ る。 すなわ ち,こ の アプローチは現在 まで行わ れてきた多種 多様 の慣習的会計 実務 を観察 し
て,そ の観察 に基 づいて実務 の一 般化あ るいは法則性 を見い出 す ことに よって会計理論 を形成
しよ'うとい う行 き方 であ る。 したが って,こ の アプローチ を採用 する者 は慣 習的会計実務 と会
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計理論 との密養性 を重視 する。一方,規 範 的 アプ ローチは,新 しい会計体 系の創造 をめ ざした
会計理論 を形成 しようとす る行 き方 であ る。 このアプ ローチ を採 用す る論者はあ る種 の会計機
能 につい て,現 在 の会計 は不 充分に しか役 立 っていない と見 る。 そして,こ の論 者はあ る種 の
機能 を会計の中心 目的 に据 えて,現 在 の慣 習的会計 とは訣別 した新 しい会計体 系の剣道 を提 案
す る。会計理論 は採 用す るアプ ローチの違い に よって説明 的記述論 と機能的規範論 とに大別 さ
れ るであ ろ うが,制 度 会計論 は前者 に属 し,情 報 会計論 な どの新 しい会計 を創造す るための会.
計理論 は後者に属す る。
制度 会計論 の形成 方法 に つい て,A.C.リ トル トンの会計理論 の形成方法 を検討 してみ よう。
　
リ トル トンは 「会計進化論」(AccountingDawinism)の提唱者 であ って,会 計実務 について
次 の よ うに理解す る。 「会計 それ 自体は発見 された もので は な い。 ……その基礎 的枠組 は生産
に使用 された資本 と,そ の使 用の果実 であ る利益 とを結 びつけ る ような経 済的感覚に秀でた商
ゆ
人 たちの三世紀 にわた る試 行錯誤的経験の過程 において進化 して きた もので ある。」 すなわ ち,
リ トル トンは 「会計は多 くの場合,合 致性 に よって え られた ものであ って試行錯 誤法,な らび
くの
にrう まく運用 されてい る もの』 の継続的使用 とい う ことに偏向 する もの……で ある。」 とい
うのであ る。
くの
リ トル トンは,会 計実務 を特定 の 目的に関連す る行為 であ ると考 えてい る。 リ トル トンは行
為 と目的 との関連 について次 の ように述べ てい る。 「会 計手続(目 標 に達 するための行為)と
会計 目的(行 為 を起 こさせ る意図)…… との関連 は見い出 しうる もの で あ る。 会計行為は全 く
偶然 に生 起す るものではない。行為は 目的であ る。 そうでなければ,会 計行為は おそ らく徒労
に終わ るほ ど漠 然た るもの とな るで あろ う。行為 は元 来 その 目的 との関連 を通 じて理解 しうる
　 くの
ものであ る。」 したが って,リ トル トンに よれば,試 行錯誤 の繰 り返 しに よって 『うま く運 用
されてい る もの』 のみが継続 的に使 用 されて きた会計実務 は会計 の 目的に最 もう まく適合 して
い る,と い うことにな るのであろ う。 そこで,リ トル トンはr会 計理論』 の任務 とは経験 のな
かか ら目的に最 善の もの を選 んで,こ れ を展開 し,ま た会計職能 の発生お よび結果に対 して関
心 を指 向す ることにあ る と考 える。 それゆ えに,リ トル トンは,経 験 のなかに探究 すべ き もの
を求め,何 が有意味 であ り,関 連的 であ るか を教 え るこ とに よって理論 の完成 を求 め ようとす
ω
る。
会計理論 とは どの ような ものか,と い う問に対 して,リ トル トンは次 の ように答 えてい る。
「会計理論 は ……主 として,行 為に焦点がむけ られてい る思考であ る ことは明 らかであ る。 実
務 は事実 お よび行 為であ り,理 論は解 釈お よび理 由か ら成 り立 ってい る。 ……一 定事項が他 の
事項 のかわ りになぜ行われなければな らない か,ま た,'一定 の方法 が他の方法 よ.りもなぜ秀 れ
てい るか とい うこ とについ て適切 な理 由が存在 してい る。 これ らの理 由が理論 を作 り上げてい
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る。 われわれが意識 する としない とにか かわ らず,わ れわ れが行為 するすべ ての ものの根源 に
ゆ
理 由が存在 す る。」 さらに,「理論 に よる解 釈は なぜ一定 の取 引事実 が他 の(分 類)範 疇 に記入
されず,特 定 の範疇 に記 入 され るか とい う理由 を知 る ことを容易 にす るため の勘定定 義 として
な され る場合 であ ろ う。 また,特 定 の理念 が一般に承 認 され,あ るいは排除 され るか を示 す場
ゆ
合 が昂 りうる。 この場合 において解 釈 は正 当化 を行 ってい る。」 と述べ てい る。 すなわ ち,リ
トル トンに よれば,『会計理 論』 とは,試 行錯誤 の繰 り返 しに よって 『う まく運 用 され てい る
もの』だけが残 って きた現在の会計実務 には それな りの合 目.的性 が存在 するのだ と見て,行 わ
れ てきた会計実務 についての解釈ない し理 由づけ を行 うこ とであ る とい うことにな る。 つ まり,
リ トル トンは,会 計理論 とは古 くか ら現在 にいたる まで行 われて きた慣 習的 会計実務 には充分
に意味が存在するとして説明的に記述することによって形成される理論であると見魂
制度会計論 は,慣 習 として行 われて きた会計 を観察 す ることに よって形成 される理論 である。
そ して,制 度会計論には制度会計論 な りの問い方や答 え方 のモデルがで きあが る。 こうした理
論 におけ る問い方や答 え方 の モデルの ことをT.s.ター ンはr,・ラダ イム』 と呼ん で、魂 制
.度会計論 は一定 のパ ラダ イムに したが って ターンがい うところの 『通常 科学』 と して展開 され,
ます ます精 度を増 し,詳 細 に探究 され るようにな って ぎてい る。 しか し,通 常 科学 どい うもの
は それが展開 され,科 学 と して成熟 し,精 度 を高 めていけばい くほ ど,一 定 の型 か ら多少 な り
とも外 れた ものが存在 す る ことに気付 くことにな る。 すなわち,今 までのパ ラダ イムでは何 と
して も説明が で きない変則性が存在 する ことがあ る。 こ うした変則性 に気付 いた人 々に よって
ゆ
パ ラダイムの転換 がはか られ ることにな る。情 報会計 論は,会 計の情報機能 とい う点 か ら見 る
と,現 在 の会計体 系では何 度繰 り返 して も発見 されるべ き成果が約束 された もの と異 な って し
まう変則性に気付い た人 々に よって提唱 される'会計理論 であ る。 すなわ ち,情 報会計論は,現
在 の会謝体 系が情 報 目的 とい う点 か ら充分 に役立 っていない とい う見方 か ら出発 する。情報会
計論 は,そ の役 立 ちを充 分な ものにす るた めに,情 報機能 を会計 の中心 日的に据 えた新 しい会
計体 系の創造 を提案 す る理論 であ る。
情報 会計論 はASOBATを 生 み出 した ア メリカばか りでな く ドイツやわが 国に お い て も見
られる。 ドイツでは1970年代 にな ると1930年代 か ら しば ら く冬眠 状態 にあ った会計理論 界は
　う
『貸 借対照表論 のルネ ッサ ン スか?』 といわ れ るほ どの展開 を見せ始 めた。M.シ ュナイダーは
「わ た しの提案 は,他 の人 々の最近 の貸借対 照表 に関す:る論 文 と比較 して,貸 借対照表作成問
なの
題 について の方法論 ……が異な って い る。」 と述 べてい る。 すなわ ち,情 報 会計論は 「これ ま
で支 配的であ った動態 的貸借対照 表観 のすべ てか ら訣別 する ことに よって形成 され るべ き もの
　ひ
……」 であ るとい うのである。 まさに情報 会計 論はパ ラダイムの転換 をはか るものであ り,タ
ーンがい うところのrコ ペル ニク ス的展開』 ない しr科 学革命』 と呼ん で よい理論 であ ろう。・
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情 報会計 論は会計 の情 報提供 とい う機能 を重視 して新 しい 会計体 系 を提案 す る理 論であ って,
これはシ ュバ イツ ァー も指摘 してい る ように,目 的が異な るな らば,同 時 にその 目的 のための
ロゆ
会計体系も異なるという考え方を出発点としている理論である。したがって,会計の情報提供
という機能から見て;現在の会計が充分に役立っていないという認識にたっている情報会計論
は現在の会計体系と訣別した新しい会計体系の創造を提案することになる。
9制 度会計論の意味
制度 会計 論が リ トル トンが述べ る ような説 明的記述論 であ る.とすれば,制 度 会計論 は古 くか
ら行わ れて きた慣 習的会計実務 についての積極的 に解釈 ない し意味づ けに努 力 しな ければな ら
ないで あろ う。 ただ,そ の解釈 ない し意味 づけは どの ような ものであ ろて も良 いわけではない
とい う。会計理論 は会計 の 目的 と関 連 した解釈な い し意味 づ けを行 うものであ るか ら,そ れは
会計 目的 との関係 において論 じられな ければな らないで あろ う。 た とえば,減 価償却 を説明 す
る場合に,減 価償却 引当金 を設定す る 目的 は固定 資産 の耐 用年数 の終 わ りに,そ の固定資産 の
取 替の資金 を留保 す るこ とで ある と説明 され る ことがあ るが,こ う した説 明は制度会計論が し
てはな らない説明 である とい う。 なぜな らば,こ の説明 は別 の科学 としては正 しい か もしれな
いが,会 計理論 としては正 しい記述ではな いか らであ る。 減価償却 に こう した自己金融 的機能
を認 め られないわけではないけれ ど も,こ の説明 的記述 は会計 目的 とは関係 のない ものであ っ
　
て正 しい説明ではないであ ろう。会計理論は 会計 の 目的 との関連 において論 じられなければ な
らない ものである。
リ トル トンは会計行為 と会計 目的 とは大 いに関連 してお り,行 為は その 目的 との関連 を通 じ
て理解 しうる ものであ ると考 えてい る。 そ して,リ トル トンがい う会計理論 が,古 くか ら行 わ
れて きた会計実務 には それな りの合 目的性が存在 す る と見 て,実 務 の理 由づけ お よび解釈 を行
う説 明的記 述である とすれば,こ の会計理論 を形成 す る場合 の核心 ともい うべ き ものは当然に
会計 の 目的 と充分 に関 連 していな ければ な らないであ ろ う。 この場合,会 計 の 口的には主 目的
のほか に,副 目的 とい うか種 々の 目的が存在 す るが,会 計理論 の核心は主 目的 に関連 して いな
ければ な らないであ ろ う.。この点 について リ トル トンは次 の ように述 べ て い る。 「会計理論 の
核心は ……会計 の 目的 に関連す る。 ……会計 の 目的 は,あ たか もゴル フ用 の球 の よ うに層 を重
　
ねて造 り上 げ られてい る」最 外郭 層には広 義 の 目的があ り,次 に第二次 層が存 在 し,さ らに,
これ らの外郭層の奥深 く中心 目的,す なわち,不 変 の 目的が存在 してい る。 この ことが会計の
ゆ
心臓 であ り,会 計理論 は これを中心 に形成 されるべ きもので ある とい う。
制度会計論 は,古 くか ら現在 まで慣習 として行 われて きてい る会計実務 に ついて,そ の こと
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に意味が存在 す るのだ と考 えて,そ の会計実 務 の経験的観 察に よって帰納的に形成 される理 論
である。古 くか ら現在 まで行 われてきた会計実 務は会計 の中心 目的 との関連 においてrう ま く
運用 されてい るもの』 だけが残 った ものであ るか ら,中 心 目的 に対 して例 外的な方法 な ど存在
するは ずが ない。 したが って,制 度会計論 は実 務につい て説明 する場合 に全体 を統一的 に論 ず
るざ きであ って,例 外 を設けて説明 すべ きではない。仮 に,例 外が存在 す るとして説 明 するの
で あれば,な ぜ実務 に例外が存在 するのかが説明 されなければな らない であろ う。例 外の ない
原則はな い とか,例 外は原 則 を証 明 する とかいわれ ることがあ るが,単 に原 則が弱体 であ るた
めに例外 として しか説明 で きないのだ とすれば,こ の原 則 の理論構成 に欠陥 がみ られ る ことに
ほか な らない し,原 則 も例 外 も充分 に理 論的基礎が存在 しない ことにな るだろ う。
制度 会計 論は慣習的実務 の説 明であ るか ら,新 しい会計体 系の創造 を提案 する ことは しない。
慣 習的実 笏 を説明 する ことは,新 しい会計処理が 出現 した場合に,そ れ塑 妥当な ものであ るか
否 かの判定 を行 うの に役立 つであろ う。新 しい 会計処理 が妥当な もので あ るか否 か 『う まく運
用 されてい る もの』 だけが残 った会計 の慣習 に照 らして判断 す ることに な る。慣 習に違反す る
会計処理 は会計 目的に関連 しない ものであ るので排除 し,慣 習に沿 った会計処 理は会計 の 目的
に合致 す るもの として受け入 れる ことにな る。時 として,悪 い実務 の導 入が計 られる ことがあ
るが,こ れに断 固 として立 ち向か うの も制度会計 論の重要な役割であ ろ う。
制度会計 論は慣 習 として行われて きた 会計処理 の方 法 についてなぜその ような方 法が採用 さ
れて きたのかについて説 明的に記 述 する理論 であ る。 制度 会計論は,『この ように行わ れ て い
る。 その理 由は これ これであ る。』 と説明的 に記述す る理 論 であ る。 したが って,制 度会計論
とい うのはr会 計体 系 を改 めるべ きであ る』 とい うような提案は行 わな い。 ただ,制 度 会計論
は まった く何 も提案 しないわけではない。 この ようにい う と何か矛盾 した ことを述べ てい るか
の ように聞 こえる し,誤 解 され易い。 制度会計論はr会 計体 系 その もの を改 めるべ きである』
とい う提 案 は しないが,リ トル トンがい うところの最外郭 層ない し第二次 層の 目的 についの改
正 を提案 す る機 会 まで も失 うものでな い。
た とえば,有 価 証券や土地 を思い浮 かべてみ る とよいが,30年前に1,000万円で取得 した資
産が現 在では時価5,000万「qにな ってい ると しよ う。制度会計 において,原 価主 義が資産 評価
の原則 にな ってお り,こ の資産は取得原価1,QOQ万円で表示 されてい る。 この場 合,制 度会計
論 は財政 状態 を報告す るために資産 を5,000万円に評価 督すべ きであ るな どとい う提案 は行 わ
ない。制度 会計論は,な ぜ,原 価主義 が原則 として採 用 されて,資 産が1,000万円で評価 され
ているのかについて説 明 することに よって理論 を形成 するのであ る。情 報会計論 であ れば,情
報 とい う機能面 か ら見 て,資 産 は5,000万円に評価替 すべ きであ るとして,資 産 の評価方法 を
時価主義 に改 め,新 しい会計体 系 を創造 すべ きであ る と提案 するか もしれない。 しか し,制 度
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会計論 は,情 報 とい う面 か ら見て,取 得 原価 を示す よ りも時価 を示 す方が よい ことを認 めて時
価 を示 すべ きことを提案す る として も情報会計 論 とは異な った提案 の仕 方 をす る。
制度 会計 におい ては,た とえば,1,000万円で購入 した資産 について時 価が5,000万円に上
昇 した として もこの資産 を5,000万円に評価 替 し,4,000万円の評価益 を計上 した りは しない。
制度 会計 では,取 得原価1,000万円の まま評価 す る ことに な ってい る。 この場合,制 度会計 論
とい うのは,こ の評価方法 は不都 合であ るか ら別 の会計体 系に改 め るべ きであ る,と い うよ う
な提案 は しない。制度 会計論 はなぜ その ように行 われてい るのか を会計 の中心 目的 との関連 で
説 明す る理 論で ある。 そして,提 案 をする として も,会 計体 系 を崩 さない範 囲 での提案 をする
ことにな る。
現在 の会計は原価主 義の原 則 を採用 してお り,上 記 の場合,4,000万円の評価益は この資産
が5,000万円以上 で販売 された時 に始 めて利益 として認識 す る ことにな ってい る。利 益は資産
を販売 して貨幣 同等物 の裏 付が な されて始 あて実現 した利益 として計上 され る。評価 益は販売
する までに値下 が りして しまって分配 に回す ことが で きな くな る可能 性 を もった未実 現 の利益
で ある。販売前 に この利益を計上 す ることは未実現 の利益 を分配可能 利益 の うちに混入 させ る
ことになるであ ろう。原価主 義 を採用 する場合,資 産 の評価 が原価 主義に よって行 わ れるのは
当然 であ るが,そ れに よって未実現 利益 の計上 が阻止 される ことにな る。 この意味 で原価主 義
は収 益認識 にあ た っての実現 主義の原則は と表裏 一体 にな って い る と見 られ よう。 な お,現 在
の制 度会計は貨幣 同等物 の裏付 けのない利益は算定 しな い体系 にな ってい る ことは次 の例 か ら
も明 らかであ る。 た とえば,1頭10万 円の家畜100頭を放牧 して お い た と ころ繁殖 して120
頭に増 えた としよう。20頭分の利益が生 じた ことは確 かであ るが,こ の利益 は現在 の会計 では
認識 されな い。販 売 して分配 可能 な状態 にな った時 に利益 として認識 する ことにな ってい る。
現在 の会計 において算定 されてい る利益 は特殊 な利益 であ り,分 配が可能 にな っては じめて認
識 されるのであ る。
現在 の会計が原価 主義 を原則 としてい るのは分配可能 利益 の算定 を主 目的 としてい るか らで
あ る。 そして,現 在の 会計 は このための資料 を用いて経 営状況 の報 告 を行 ってい る。 しか し,
上 の例か ら判 る ように,原 価主 義に よる貸借対照表 を開示 し.たとして も,読 み手が充 分に経営
状 況 を理解 で きる とは思えない。 そこで,充 分な経営状況 の開示 のために時価 を採 用すべ きで
あ る との提案 がな され るこ とにな る。 この場合,情 報 会計論 であれば,経 営状況 の開示 を会計
目的に据 えて,会 計 の体 系 を全 面的に時価主義に変更 し,利 益 も未実現の ものを認識 す る体系
を提案 して よいであ ろ う。 これに対 して,制 度会計論 は こうした提 案の仕方 は しない。制 度会
計論 は分 配可能 利益算定 ρために原価主 義 を堅持 した うえで,補 足資料 として時価 を追加開示
す る ことを提案 す る。制度 会計論 は提案 をす るとして もあ くまで も分配可能 利益算定 の会計体
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系 は崩 さないで提案 を行 う。平成2年12月 に 『財務諸表等 の監査証明に関す る省令 等 を改 正
す る省令』が 公布 され,市 場性 ある有価証券等 につい て補足情 報 として時価 の開示がな された
のぱ制度会計 論 の枠 組の なかでの提 案であ る。 また,W.A.ペ イ トンとA.C.リ トル トン との
共著r会 社 会計基 準序 説』(AnIntroductiontoCorporateAccountingStandards)に見 ら
れ る次 の提 案 も制度会計論 の枠組 のなかでの提案 で あ ろ う。 「会計記録 お よび会計報告のため
の第一 の基礎 は原価 であ る とい うことについて同意が えられ る として も,補 足 的な資料 を有効
に報 告す る方法及 び手 段の開発 は奨励 され るべ きであ る。 会計は適切な情報 を提供 する ことに
制限 を設 け るべ きではない。脚注,勘 定科 目についての注釈,括 弧書の数 字,追 加欄,こ のほ
か これに類 する工夫 に よって,時 価 につい ての意味 のあ る見 積や他の副次 的な資料 を主要数字
　
と関連させて示して良い。」「しかし,見積再調達原価または他の見積評価額を諸勘定及び報告
諸表に導入するとしても,原価基準は重要であるので,原価資料をボカさない方法で行うべき
　
であ る。」
制度 会計論 は新 しい 会計体 系の創 造 を提 案 するものではないが,一 切 の提案 をしない とい う
わけで はない。 この理論 は分配 可能 利益算定 の会計体 系を説明的 に記述 する理論であ る。 そし
て,現 在 の会計 が副次 的 目的 には充 分 に役立 ってい ない ことを認 めなが らも,分 配可能 利益算
定 の会計体 系 を崩 さな い範 囲で副次 的 目的の充実 を提案 する ことはあ りえる。経営状況 の報告
とい う点 か らい えば,有 価証券 だけでな く土地 について も時価 を補足情報 として開示す ること
を提 案 する こ とも制 度会計論の役割 であろ う。
m会 計理論とr利 益』
制度会計 において認識 されている 『利益』は非常 に限定 された意味の 『利益』であ る。1,000
万円にて取得 した資'産の時価が1,200万円に上昇 した場合,現 在 の会計では時価が上 昇 しただ
けの段階 で200万円のr利 益』 を認識 する ことは しない。 この資産 が その後,仮 に1,500万円
で販 売 できた とすれば,そ の段階で500万円の 『利益』が認識 され ることにな ってい る。時価
が上 昇す る ことはあ る意味 では 『利益』 であ ろう。 ただ,『利益』ではあ るが,こ の 『利益』
は分 配可能利益 ではないの で,制 度会計 にお いて はただちに認識 することは しない。 しか し,
会計 を分配可能 利益 の算定 とい う目的以外に用い るのであれば,こ のr利 益』 を認識 する こど
は何 ら差 し支 えない であろ う。 この点 について ペイ トンは次 の よ うに指摘 して い る。 「Aは
1914年にあ る会社 の経営者 であ ったが,戦 争 のために売上が落 ち,収 益が あ ま り上 らない こと
を理 由に解雇 された。 しか し,彼 はその年のS月,9月 に非常 に安い価格 で原材料 を仕入 れて
おい た。 そ して,12月に景気が 回復 し,こ の原材料 をい ま購入 す るに200,000ドル もコスFが
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余分 にかか るようにな ってい る。1915年には引 き続いて景気は回復 し,Aを 引 き継い で経営
者 にな ったBは その年度に多大な利益 を計上す る ことが できた。 しか し,こ の多大 な利益 の う
ち,200,000ドルは明 らかにAの 先見 の明に よる ものであ る。200,000ドルの原材料 の増価 分
ゆ
は1914年度の利益 とすべ き ものである。」 この 『利益』 の概念は分配可能 利益 とい う意味 の
『利益』 概念ではない。 この 『利益』 概念は経営者 の責 任表明 目的に有効 なr利 益』概 念 であ
ろ う。 また,E.0.エ ドワーズ ・P.W.ベルは上記 の例 を用いてい えば,500万円の 『利益』
を保有活 動に よって生 じた200万円分 をr保 有利益』,販 売活動に よって生 じた300万円分 を
r操業 利益』 とに区分 する。 歳ルは 「これ り二種類 のr利 益』は互い に異 な った意 思決定 の結
　
果 であ る… …」 として経営利益 を二 つに区分 してい るb彼 らに よれば,『 保有 利益』 は企業 が
財 の市場 価格が上昇 する前に財 を購入 した ことか ら得 られたr利 益』 であ り,現 在 の市場価格
よ りも低い価格で財 を購入 した とい う意味で原価 を 『節約 した』 ことに よる 『利益』で あ る。
このr利 益』が多 い ことは保有活 動についその意 思決定が正 し く,少 なけ れば その意 思決定 が
悪 か った ことを示 す ことにな るとい う。 さらに,彼 らは 『操業 利益』 に ついて次 の ように説 明
す・る。 「製品売上に よる当期 の収益 が その製 品 を生産 す るのに使用 され た生産諸要素 の カ レン
ト原価 を補償 す るのに十分か否か を示 す もの であ る。 ……あ る特定 の期 に こうい う利益 が存在
する ことは,企 業 が経 済に対 して積極的 に長期的 に貢献 してい ることを示 す ものであ る。」 す
なわ ち,『操業 利益』 が存 在す るか否 かに よって生産諸要素 の カ'レソ ト原価が補償 され る か否
かが示 される ことにな り,『操業 利益』 は現在の条t'i・の下 で営 まれ る現在 の生産 過程 を継続 す
べ きか否 かの判断 のために有効 なr利 益』概念 である とい う。彼 らは 「会計資料が必要 とされ
　
るの は,経 営意 思決定 の よしあ しを評価 す るためであ る」 と見 てい るので,『利益』 概念 もそ
れに合致 した ものを求 めてい る。
r利益』 の概念は、・E.S.ヘン ドリクセンが述 べ てい る ように 「要約 した会計資料 を受 け取 る
　
人 の利用 目的 お よび開示 された内容 をどの ように理解 しよう とす るかに よって決定 され る」 も
のであ る。 したが って,あ る目的のために有効な 『利益』 概念 も他 の 目的 のために有効 であ る
とは限 らない。r利益』 概 念は会計 の 目的 との関係 において存在 す る ものであ り,目 的が異な
れば その概念 も異な って差 し支 えないであ ろう。 したが って,仮 に…人 の論者 が種 々の会計 口
的 を設定 す るな らば,一一人 の論 者で さえ もその概念 は異な ることがあ りえ よう。 ペイ トンは リ
トル トンとの共著 『会社会計基準序説』 におい て 「……収益 は新 しい,そ して信頼 しうる資産,
望 む ら くは現金 または現金 同等物 で立証 され,裏 づけ られ るべ きで ある。 この ような基本 的な
要件 は販売 の完了 を収益実現 の指標(test)として用い る ことに よって充 分に満 た され る の で
ゆ
ある。 ……」 として 『利益』 を実 現主義 に ようて認識 すべ きであ るとしなが らも,未 実現利益
の認識 を否定 す るわ けで はない。.ここで,彼 らの 『増価』 についての考 え方 を見てみ よう。彼
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らは次 の ように述べてい る。 「……羊 その他 の家畜類 の群 の 自然的 な増加 は,市 場性 のい ち じ
　
るし く高 い資産 を表示 して お り,そ れゆ えに,認 識 可能 な収益の諸 属性 を備 えてい る。」 「自然
増価(accretionornaturalincrease)が実質 的な収益 として報告 され るべ きでない とい って
も,こ の現象 の貸借対 照表的な観点 よ り見た現実 または重:要性 を否定 す るとい う意味 ではない。
……資産 の増価 分が,… …実現 した利益 と別個 に報 告 され るな らば,自 然増価分 を注意深 く推
定 して報告 す ることに重要 な反対意見は まった くない。 実際,家 畜群 の場合 には 自然的 な増 大
　
に関 す る注意深 い会計 は,管 理 上の観 点か ら見て,… …重要性 を有す るのであ る。」 この よう
に,彼 らは報 告 目的お よび管理 目的のた めに 自然増価 を.『利益』.として捉 えるべ きである とす
る。 しか し,彼 らは常 に自然増価 を 『利益』 として捉 えてい るわけ では ない。 彼 らは あ る時 に
は増価 をr利 益』 として捉 える ことを否定 し,次 の ように述べ てい る。 「増価 は認識 可能な 利
益 である とい えるであろ うか。 この問につい ては否定的 な答 えは全 く正 当であ る。価 格 の変動
が現存 す る企業資産 の経済 的な意味 に垂 要な係わ りを もっ ことは疑い ない。 しか し,市 場価値
の増大が実際 の利益 を表 す とい う見解 には,正 当な理 由はほ とん どない。増価 は取引ない し転
換行 為の結果ではない。増価 は債務 の弁済や 出資者へ の支払 に当て られ る ような流動資産 を追
加 す る ことに役 立つ こと もな い。増価 は法 律上 も利益 と して認 め られ る ことはあ まりない。 い
ゆ
や,ほ とん どない。」 この ように,彼 らは増価 を 『利益 』であ る とする場合 もあ る し,『利益』
ではない とす る場合 もあ る。彼 らは経営状況報 告ない し経営管理 とい う点か らはr利 益』 であ
うと見 るが,.分配可能性 とい う点 か らは 『利益』 ではない とする。『利益』概念 は会計の 目的
に よって異な ること・に なる。 そ して・,それぞれの論者 が描 いた 『利益』 概念が 異な るゆ えに論
者に よ って 『利益』 を箕定 する会計原則 も異な ること1こな る。 さらに,そ の会計原則 を柱 とし
て組 立て られ る会計理論 も互いに異な った もの とな る。 すなわち,『 利益』 概念 をこの よ うに
理解 す るかに よ って会計原則が異 な り,ま た,会 計原則 の違い に よって会計理論 も異 な って現
れ る ことにな る。 『利益』概念 をどの よ うに理解 するか,そ の 『利益』 を どの ように算定 す る
かに よ って,会 計 原則 お よび会計理論は異な った ものに なる点に おいて・,『利益』 は まさに会
計理論 におけ る基礎 概念 と呼 んで寒い ものであろ う6
会計理論 は 自身が念 頭に おいた 『利益』概念 に よって異な る ことにな るであ ろ う。会計理 論
は 自身が念 頭においたr利 益』 とは これ これ こうい う ものであ る との仮説 を立 てて,こ のr利
益』 が どの ように算定 され るか を説明 す るものであ る。 『利益』 算定 のために は一定 のル ール
とい うか原 則が見 いだ し.うるはず で,こ の原 則が会計理 論 を形成 するための理論.ヒの原 則 とな
るものであ る。 それゆ え,『利益』 とは こうい うもので ある との仮説 を証 明す る ことこそ会計
理論 の核 心に触 れ ることにな るであ ろう。
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W引 当金とr利 益』
引当金 は,す でに,14世紀後半 には見 られ始 めた ものであ る。 引当金 に よる費用 の認識 は,
古 くか ら現在 において も行 われてい る。 引 当金は会計 の中心 目的 との関連 においてrう ま く運
用 されて きた もの』 であ る と見 られ よう。 それゆえ,制 度会計論 としては積極 的に理 由づけ を
行 わなければな らないであ ろ う。
引当金 を設定す る目的はr期 間損益計 算の精緻化』 に ある といわ れる。 では,引 当金 を設定
す ることが どの ような意味 で 『期 間損益 計算:の精緻 化』 になるのであ ろ うか。 ここで,次 の よ
うな例 を考 えてみ よう。
① 貸 倒 損 失'× ×× 売 掛 金 冒×××
② 貸 倒 損 失x×x貸 倒 引当金 ×× ×
③ 現金 同等物 ××× ○ ○ 収 益 ×××
④ ○○引 当金.×x×'○ ○ 収 益 ×××1
周知 の ように,① の貸倒 損失は現実 に貸倒 れにな った ことに よる損 失であ り,② の貸倒 損失
は予測 に基 づ く貸倒損失で ある。 この区別の仕方 に したがえば,③ は現実 の もの とな った収
益 であ り,④ は予測に基づ く収 葺 とい うことになろ う。① の実際の貸倒損失 をその期の損益
計算 に取 り入 れる ことは 当然 で あ るが,② の予測の貸倒損失 をその期 の損益計算 に取 り入 れ
る ことがなぜr期 間損益計算 の精緻化』 にな るのであ ろうか。 すなわ ち,予 測の損失 を計算 に
入れ ることが 『期間損益計算:の精緻化』 にな るのだ とす れば,③ の確定 した収益 の他 に ④ の
予測 の収益 を損益計算に取 り入 れて もよいはずであ るが,現 在 の会計 におい ては ④ の収益 の
計上は行 われ ていない。な ぜ,予 測 に よる収益 お よび費用の うち,費 用だけ を計 上す る ことが
『期 間損益計算 の精緻化』 にな るのであろ うか。
制度会計 におい て算定 されてい るr利 益』 が単純 な意味のr利 益』 であ るとすれば,② の
費 用の計上 が認 め られ ると同時 に ④ の収益 の計上 も認 め られて よいであろ う。 また,④ の
収益 の計上 が認 め られな らない のであれ ば,② の損失 の計上 を認 め る必要はないか も しれ な
い』 しか し,こ の場合,制 度会計論 とい うのは,予 想費 用の計上 と予想収益 の未計上 とい う不
均等 な計上方法 について片手落 ちであ る とか,不 公平で ある とい う非難 は しない。 また,収 益
は確実 な もののみ を計上 す るのであ るか ら費用 も確実 な ものだけを計上 すべ きであ るとか,両
方 とも予想 の もの を計上 すべ きであ る とい うような提案 もしない。制度会計論は なぜ その よう
に行われてい るの かについて説明的 に記述 す る理論 であ る。
④ の借 方 ・引当金の設定に よる収 益 計上に つ い て,沼 田嘉穂教授 は仕入割戻益 引当金 の設
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定可能性 につい て述 べ られてい るが,借 方 ・引 当金 の設定 に よる収益 の計上は行 わ れていない。
収益 は分配 される時 に現金 同等物 を もって行われ るので,予 測 に基 づいて計上す る ことは不都
合 であ って,借 方 ・引当金 に よる収益 の計上は行われない のであろ う。収益 の分配可 能性 とい
う点 か ら ④ に よる収益の計上は行 われてい ない のであ る。 すな わち,④ の収益未計上は制
度 会計におい て求め られてい るr利 益』が分配可能利益 とい う意味 での 『利益』であ るか らと
説明 で きるで あろう。
制度会計に おいて求め ら,麹ズい る 『利益』 は分配可能利益 とい う意味 での 『利益』 であ る。
したが って,② の引 当金 に よる費用の計上 がr期 間損益 計算の精緻 化』 のためであ る といわ
れ る として も,そ れは 『分配可能 利益の精緻 化』 とい う意味か らであろ う。 た とえば,原 価
1,000万円の商品 を1,500万円 にて掛売 りし,売 掛金の うち50万円が現 実に貸倒 れに な り,さ
らに営業 債権 につい て10%の 貸倒 れ を予測 す る としよう。 この場合,予 測に よる貸倒損失 を
計 上 しな ければ,そ のr利 益』は1,500万円一1,00Q万円一50万円=450万円 であ るが,計
上 すれば450万円か ら さらに145万円 を控除 した305万円にな る。 会計が 単な る損益 計算:を目
的 としてい るものであ れば,そ の期 のr利 益』 は450万円であ って差 し支 えない。 しか し,分
配可能利益 を算定 す る とい うことであれば,予 測 した145万円の貸倒損失 を考慮 す ることが必
要 であろ う。 引 当金 を設定 する 目的 は 『分配可能 利益算定 の精緻化』 とい う意味 での 『期間損
益計算 の精緻 化』 であ る と考 え られ よう。
現在 の会計に おい ては,収 益 は確定 した ものだけが計上 され るのに対 して,費 用は未確定 の
もの も計上 されてい る。 そして,一 般 には,収 益 は分配可能 性 を考慮 して実現 主義に よって認
識 し,費 用は発生主 義に よ って認識す ると説 明 され}ζい る。 こうした説明 は行 われてい る会計
を説明的 に記述 した ものであ って制度 会計論 とい え る理論 であ る。制 度会計論 とい うのは収益
と費用 の こうしたア ンバ ランスな認識方法について不公平 であ るとか是 正すべ きであ る とい う
提 案は しない。制 度会計論 とい うのは,な ぜ こうしたア ンバ ランスな認識 の仕方 が採用 されて
い るのかについ て説 明的 に記述 す る理 論である。 こうした アンバ ランスは他に も制度会計にお
いて見 られ る。制度 会計 におい て,'評価損は計上 されてい るが,評 価益 は計上 されてい ない。
この会計処 理はいわ ゆ る低価 主義であ って,通 説 的には非難 されてい る。 しか し,制 度会計論
者 が これ を非難 す ることは 自らの理 論構成方法 と矛盾す る。 低価 主義は費用は発生主 義に よっ
て,収 益は実現 主義に よ って認識 す る方法の典型 的な例であ る。 同 じ会計現象 を観察 して,一
方 では費用 は発生 主義に よって,収 益は実現主義に よ って認識 す ると説明 して おいて,他 方 で
は行 われてい る低価 主義 を非難 するのは制度会計論 として矛盾 した理論構成 であ る。 このア ン
バ ランスは制度 会計 の特徴 であ って,そ こに おい て算定 され るr利 益』 が分配可能利益 であ る
こ との証明 であ る。低価主 義非難 の論拠 とさ典てい る保守主 義 もまたr利 益』 が分配可能 利益
12一 一 経 営 論 集 一
であ ることを説 明す る原則であ る。 引 当金 の設定 は予測 に幕 つ くものであ る。 予測 には誤 差が
で る ことは避 け られない。貸 倒の予測 は8%・vlO.%と い うように幅 をも って予測 され る。 こ
の場合,上 の例 で見 とる,8%を 採 用 す る と分配可 能利益 は450万円 一116万円 二334万P]
にな り,10%を 採用 す ると305万円にな る。い ずれ を選 択 して も予 測値 ど実際値 とに誤差が
で ることは避け られない。 そ こで,保 守主 義が発言 し』て10%を 計算 に取 り入 れ るのは,制 度
会計 において算 定 され てい るr利 益』 が分配可能 利益 であ るからで あろ う。 引 当金 の設定 は収
益 と費用の認識 方法の ア ンバ ランスな認識 方法 に関係 す るもので あるが,こ れは制度会計 にお
い て求 め られてい る 『利益』が分配 可能 利益 であ るか らに外 な らない。
引当傘はr分 配可能 利益算定 の精緻 化』 とい う意味 でのr期 間損益計算 の精緻 化』 を 目的 と
す る ものであ る。 したが って,引 当金は この 目的 との関係 か ら論 じられ るべ き もの であ る。 か
つて存在 す るといわれた特定 引 当金な どとい うものが 引当金 の うちに含 め られ ることはあ りえ
ない。仮 に,企 業会計原 則の文 言や商法 の条文が特定 引 当金 の設定 を認 める ような文言にな っ
てい る とした ら,そ の文言 をその まま解釈 して引当金 を拡 大解釈 す るの ではな くて,文 言 の不
備 を指摘 すべ きであ る。 そうでなければ,制 度会計論 は単 な る解 釈論 に終始 して しまい,そ の
存在 価値 を失 うことにな るであ ろう。制度会計論 は新 しい会計体 系 を提案 す る理論 ではないけ
れ ど も,実 務の都合 に合 わせた拡 大解 釈論 に手 を貸 す理 論で もない。引 当金は制度会計 におい
て行 われ てきた会計処理 の方法 を観察 して これ これ こうい う概念 の ものであ る と規定 した もの
であ ってみれば,拡 大 レた り,縮 小 した りす る ことがあ ってはな ウない。 ものの概念 は 口的 と
の関 係で存在 する ものであ ってみれば,会 計の 口的 を別 の もの に置 き換 え るな らば,引 当金の
概念 も拡 大 した り縮小 した りす る可能性 はあ ろ う。'しか し,会 計 の 口的が分配 可能利益 の算定
で あ る限 り,引 当金 の概念は変化 す ることはない。引 当金概 念お よび 目的 はr分 配可能利益 算
定 の精緻 化』 とい う意味 のr期 間損益計算 の精緻 化』 に関係 す る ものなのであ るか ら。
(注)
d)E.S、Hendri}c9.enは会 計理 論 構 成 のた め の アプ ローチ に は種 々 の もの があ る と して い る が,会 計 理
論 は 大別 す る と次 の三 つ の もの に な る と述 べ て い る(AbcountingtheoryReviseded.,1977p.2)。
① 現 在 の会計 実務 を説 明 して,い か に 会 計係 が経 営 状 況 の 報 告 を なす べ きか の指 針 とな る理 論.
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(tg)ibid.,p.34(同上,50-51頁)
㈲W.A.Paton&A.C.Littleton,AnIntrodecctio}ttoCorporateAccountingStandards,1940.
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⑳ibid.,p.135(中 島 省 吾 前 掲 邦 訳 書222頁)
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tionand乃ncomeDetermination,1971,P.19.
⑳E.0.Edowards&P.W.Bell,TheTheoryandMeasurmentofBzcsinessIncome,1961,p.4
(中 西 寅 雄 監 修,伏 見 多 美 雄,藤 森 三 男 訳 編 『意 思 決 定 と 利 潤 計 算 』 日 本 生 産'IEI三本 部1964年,3頁)
⑳jbid.,p.98(同 上,81頁)、
㈲ibid.,p.3(同 上,3頁)
⑳E。S.Hendriksen,AccountingTlieorNReviceded.,1977,p.171.
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